
意見書第１号 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う経済対策を求める意見書（案） 

 

本年１月に国内で初めて新型コロナウイルス感染症が確認され全国各地に拡大す

る中、２月２７日以降政府からは、感染拡大を抑制するため、全国の学校等の臨時

休校を始め、多数の人が集まるイベントや集会等の自粛などが要請されています。 

さらに、佐賀県では３月１３日に初めて感染者が確認され、新型コロナウイルス

感染症に対する市民の不安が一層増している状況にあります。 

このような状況の中、鹿島市内でも予定されていたほとんどのイベントや会合等

が自粛され、市内の飲食業、サービス業、小売業及び観光業などの事業者において

は、急激に売り上げが減少し、経営環境が悪化しており極めて深刻な状況にありま

す。 

国においては、現在、融資等のさまざまな経済対策を表明されていますが、これ

らの融資等に留まらず、さらに踏み込んだ直接効果の高い経営支援策を、また、減

少した個人所得を直接補填するなどの救済策を下記のとおり強く要望します。 

 

記 

 

１． 事業者への緊急的な経営支援について 

中小事業者の売り上げの減少に対する支援は、これまでに公表されている

融資支援制度等に留まらず、緊急的で直接効果の高い損失補填、無利子での

長期返済融資及び国税等の減免の支援策を講じること。 

 

２． 個人の所得補填について 

新型コロナウイルス感染症の影響によりやむを得ず休業し、個人の収入が

大幅に減少した場合、正規、非正規、パート及びアルバイト等を問わず、す

べてに対し、減少する個人所得を直接補填するなどの救済策を講じること。 

 

３． 地方自治体等が行う各種対策への財政支援について 

地域経済への影響を踏まえた対策を実施するとともに、地方自治体や医療

機関が行う各種対策に要した費用などに対する十分な財政措置を講じるこ

と。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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以上のとおり意見書（案）を提出する。 
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